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概　要

　近年様々なデジタル技術が急速に発展し、社
会インフラやビジネスに実装されつつある。現在、
多くの企業は DX（Digital transformation、デジタ
ルトランスフォーメーション）への取り組み過程
にあり、中小企業とりわけ中小製造業も例外では
ない。本稿では中小製造業の DXへの取り組み
を概観した後、そうした流れを加速化した可能
性の一つとして 2016年の Society 5.0に着目して
検証を行った。本稿では第 1に、全産業、製造
業、中小製造業の 3つの区分において総資産回
転率、労働生産性、労働分配率を検証した結果、
Society5.0の提唱以降に、中小製造業において労
働生産性が有意に向上したことを示唆した。それ
に基づいて第 2に、中小製造業を業務内容に応
じて 20分類し、Society 5.0の提唱以降の労働生
産性に関するトレンド変化を分析した。第 3に、
因果推論の手法である Causal Impactを使って検
証した結果、Society 5.0の提唱が中小製造業の労
働生産性を向上させた可能性を示唆した。このよ
うな検証結果をふまえ、本稿の最後には DXを通
じた中小製造業の持続可能経営について論じた。

はじめに 1

　わが国の製造業は大きな産業基盤を形成して
おり、現代においてもその地位に揺るぎはない。

また、わが国の製造業は大企業だけでなく、中
小企業による製造業（以下、中小製造業）が中
心的な役割を果たしており、中小製造業のきめ
細やかな技術は海外からも高い評価を得ている。
　ただし、現在において中小製造業は様々な課
題に直面している。たとえば、熟練した業務
経験を持つ人材の高齢化に伴って、新たな人
材確保や技術承継の課題が挙げられる。その
ような課題へのアプローチには持続可能経営
（Sustainable Management）ならびに社会全体の
持続可能性（sustainability）の視点が必要なこ
とはいうまでもない。たとえば SDGsの Goal 
8に掲げられている Decent Work and Economic 
Growthの視野に立脚し、従業員が働き甲斐を
持って付加価値の高い仕事に従事する視点が望
まれる。
　一見するところ中小製造業において、従業員
の過重労働を軽減して良質なワークライフバラ
ンスを確保する事と、現場における業務効率の
改善を目指す事との両立は困難にみえる。ただ
し、近年急激に発展してきた AI等の技術を活
用して、DX（Digital transformation、デジタル
トランスフォーメーション）へ取り組んでいく
姿勢がその突破口となる可能性もある。そして、
中小製造業が DXを志す場合、その柱となるの
が IoT（Internet of Things）であろう。
　2010年代初頭にドイツで Industrie4.0が提唱
された事をきっかけとして、わが国においても
中小製造業の生産現場で IoT導入が検討されて
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１．中小製造業の生産現場における DX

　DX の概念は Stolterman and Fors （2004）等に
よって 2000年代初頭に提唱された。その後 AI
（Artificial Intelligence）をはじめとする様々な基
盤技術の進展を背景として、2010年代にビジネ
ス界で注目されるようになる。現代の DXは業界
や業務内容によって様々であるために一律的に
定義することは難しいが、それでも従来におけ
る業務のデジタル化とは明らかに目的が異なる。
DXには、その終盤において従来の業務プロセス
がすっかり変更されるという強いニュアンスが含
まれているからだ。また、Saldanha （2019）が示
唆するように、企業にとって DXへの取り組みが
必ずしも実りある改革につながるとは限らない。
　そもそも中小製造業と一口にいっても、その
現場は生産、設計、管理、営業等多岐にわた
る。ただし中小製造業の中枢にある生産現場に
着目すれば、DX推進の旗振り役は IoTである
ことに間違いない。IoTの定義も時代によって
様々に変遷しているが、2010年代に IoTの後
ろ盾となったのが AIを源流とする新しい技術
であった。そうした技術の要素については以下
のように、データ解析の技術、データ収集の技
術の 2点に大きく分類できる。

1. 1　IoT におけるデータ解析の技術

　2010年代になると、中小製造業においても
IoTに取り組む状況が大きく報道されていく。
そうした背後には、2000年代後半に AIに関わ
る基盤技術が急速に進展したことがあげられ
る 2。それ以降も現在に至るまで AI関連技術
は急激に改良が続けられ、画像認識の向上をは
じめとして音声、文字に対する認識能力の向上
は産業界に大きな貢献をもたらした。たとえば
中小製造業の製造現場においては目視等での状
況判断が欠かせないため、AIの画像認識技術
の向上 3は生産現場での生産性向上に深く寄与

いくようになる。たとえば工場内部の製造設備
に着目した場合、IoTの一つの形態として、製
造設備に新たな改造を施すのではなく、製造設
備の外側から情報を収集する試みが挙げられ
る。そうした発想の背景にはクラウドの活用、
各種汎用センサの価格低下、ならびに良質の
ボードコンピュータが低価格で普及したこと等
が挙げられる（第 1節）。様々なコスト負担に
苦しむ中小製造業にとっても既存の製造設備を
廃棄することなく、それらを有効に活用してソ
リューションにつなげる姿勢は、改革への後押
しとなり、持続可能経営につながる可能性もあ
る。
　さて、このような中小製造業の DXへの取り
組みについて、本稿が一つの軸として着目する
のが、2016年 1月の科学技術基本計画（第 5
期科学技術基本計画）発表に伴う Society 5.0の
提唱である。こうした政府による提唱は、全国
のあらゆる規模の企業に直接訴えかけるもので
あり、それまで DXへの関心が薄かった中小製
造業においても DXを深く意識するきっかけと
なった可能性も否定できない。
　そのような視点に立脚し、本稿は以下のよう
に構成されている。
　第 1節では中小製造業における DXの取り組
みについて概観する。第 2節では、予備的考察
として 3つの経営指標を導入し、その基礎統計
ならびに簡単な視覚的検証を行う。第 3節では、
Hodrick-Prescott フィルタを使って中小製造業
の労働生産性のトレンドを抽出して検証を行
う。また同様に、中小製造業を 20分類し、そ
れぞれに対して労働生産性に関するトレンドの
変化を分析する。第 4節では、因果推論の方法
として近年使用されている Causal Impactを使
い、Society 5.0の提唱が中小製造業に及ぼした
影響について検証する。以上をふまえて、本稿
の終わりには中小製造業の持続可能経営に向け
た考察を行う。

2  従来 AIとして着目されてきた一つとしてニューラルネット (Neural Network)が挙げられる。ニューラルネットは人間の脳の働きを数理
化したモデルであり、線形の構造と非線形の構造を巧みにつなぎあわせたネットワーク上で対象の特徴を学習させ、対象の分類や予測
等に適用される。このようなニューラルネットに対して Hinton et al.（2006）等が改良して深層学習 (Deep Learning)へ発展させたことが、
AIの進展を速めたと考えられる。

3  画像認識の精度向上には一例として Krizhevsk et al. （2012）等によって開始された CNN（Convolutional Neural Network）の貢献が大きい。
CNNでは畳み込み作業を行いながら学習対象の特徴を深く引き出すことで画像認識の精度を向上させた。
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働状況を目視等で監視するか、あるいは一歩進
んで製造設備に備え付けられた PLC等からログ
データを抽出して情報を解析すること等が考え
られる。そのようなことから、より高度な情報
を収集する必要に迫られた場合は、設備を増設
して対応したり、あるいは設備をまるごと新し
いものに入れ替たりすることが一般的であった。
　それに対して IoTを活用した一つのアプロー
チとして、現状の製造設備を改変することなく、
現場での付加的な情報取集を製造設備の外側か
ら行うことが挙げられる。たとえば、汎用セン
サを小型のボードコンピュータと組み合わせて
ハンドメイドのデバイスを構築しながら、現場
でのデータを収集する試みである。このような
スマートファクトリーに向けた取り組みが 2010
年代に中小製造業で加速化したが、そこには大
量生産によるセンサの低価格化と良質なボード
コンピュータの普及が背景として挙げられる。
特にボードコンピュータに関しては Raspberry 
Pi等の良質で低価格のボードコンピュータの
普及が大きな後押しとなった 6。Raspberry Piは
Raspberry Pi 財団が提供する教育用コンピュー
タであり、GPIO端子に（あるいは GPIO端子
に接続したブレッドボード上に）センサを接続
することによって簡単にデータ収集に必要なデ
バイスを構築することが可能である。このよう
な取り組みは中小製造業においても、データ収
集のためのシステム構築においてコストを抑え、
効率的と考えられる。
　さらに、IoTの活用に注目が集まるなか、発
想にもユニークなものが展開されていくことに
なる。たとえば、従来の設備の計器類の表示内
容に対して直接的にセンサを向け、情報を読み
取る試み等である 7。このように実務的な利便
性を重視し、既存設備を最大限まで活用する姿
勢が IoTの一つの意義と考えられる。新規設備
へのリプレースメントの濫用は大量の廃棄物を
生み、自然環境に負の影響を与えかねない。中
小製造業の IoTを使った DXへの取り組みは現
場における業務効率の改善だけでなく、環境保

することが考えられる。ただし深層学習が登場
した直後の 2000年代後半においては、このよ
うな AI技術の実装は企業各自で行うことが一
般的であり、そのことは中小製造業に大きな負
担となる。たとえば中小製造業が現場に AI技
術を実装するために高度な演算処理能力をもつ
コンピュータを導入したり、大量の学習データ
を確保したりすることはコスト負担となる。そ
して何よりも、これまでも人材確保に苦しんで
きた中小製造業にとって、新しい技術に対応で
きる人材確保こそ大きな追加負担となる。
　ただし 2010年代になると、大手プラット
フォーマーのクラウド活用が中小製造業を含む
企業の間で急激に高まる。それと同時にクラウ
ドの提供する AIサービスの活用が注目される
ようになり、AIに関する技術の実装は自社開
発ではなく、クラウドの AIサービスを通じた
実装へ移行する 4。たとえば中小製造業の製造
現場で得られた大量のデータは広域ネットワー
クを通じてクラウドへ送られ、クラウドの AI
サービスによってデータの形状に紐づけられた
ソリューションが提供される。このことは、AI
の実装やそれに伴う人材確保へのコスト捻出の
難しかった中小製造業にとって、最新の AI技
術を手軽に扱うことで業務効率化を図るととも
に、従業員の労働環境改善に寄与すると考えら
れる 5。また、現場のデータを保管する場所に
ついても、従来の自社サーバにおける社内での
保管からクラウドでの保管に移行していく潮流
にある。

1. 2　IoT におけるデータ収集の技術

　次に、中小製造業の生産現場におけるデータ
収集の技術について概観する。
　たとえば、製造設備の稼働状況が生産体制
において重要な意味を持つ場合を考えてみる。 
かりに製造設備が従来型であり、自身の稼働状
況を把握してその情報を発信するように設計さ
れていない場合には、現場の従業員によって稼

4  企業によっては従来の環境とクラウドを結合するハイブリッドクラウドへの移行となった。
5  ただし、製造業の現場から採取されるデータは特殊性があり、一般的なコグニティブサービスで対応できない場合も多い。その場合は
独自のモデル構築が必要となる。一方、これらに対しても近年ではクラウドによる機能提供がきめ細やかになっている。

6  IoTにおける Raspberry Piの意義については、たとえば Johnston & Cox （2017）等を参照せよ。
7  たとえば横田 & 大原 (2021)では、通常は目視で確認される制御盤の表示値に対して、直接的に画像認識させる事例が紹介されている。
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　そこで本稿が着目するのが、2016年 1月 22
日に内閣府より公表された科学技術基本計画
（第 5期科学技術基本計画）であり、「超スマー
ト社会」を実現するための Society 5.0の提唱で
ある。Society 5.0とは、AIや IoT等の新しい技
術を産業や社会に取り入れることにより実現す
る新たな Societyを意味している。そこには「新
しい価値やサービス、ビジネスが次々と生まれ
る仕組み作り」が目指されている（URL1）。
　このような Society 5.0提唱がわが国の産業に
与えた影響は各所にうかがい知れる。たとえば図
表 1は（あくまでもわが国全体の製造業を対象と
したものであって中小製造業を対象としたもので
はないが）近年の製造工業稼働率指数（季節調
整済み）である（URL2）。製造工業稼働率指数
とは、製造工業の設備の稼働状況について、生
産量と生産能力の比から指数化したものである。
　図表 1から 2016年の第 2四半期以降、わが
国の製造工業稼働率指数が急に上昇している。
このような製造工業稼働率指数の向上には、数

護につながり、持続可能経営へと進展していく
ことが考えられる。

1. 3　政府による Society 5.0 の提唱

　以上のように中小製造業が DXへ取り組むこ
とは、業務効率を改善するだけでなく、環境へ
の負荷を軽減することで中小製造業の持続可能
経営につながる可能性が高い。ただし、いうま
でもなくすべての中小製造業が IoTを導入して
DXへ取り組むわけではない。あくまでもDXを
志向する企業は一部であり、取り組みを全く行わ
ない企業も高い割合で存在する。また、かりに
DXに取り組む場合でも、取り組み開始時期も各
社異なる。さらに中小製造業が系列の下請け等
にある場合、自らが改革を主導することが難しい
ケースもある。このようなことを加味すれば、何
らかの外部要因、たとえば政府による世の中全
体に向けた DXへの推奨といった精神的な後押
しが必要とされる。
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図表１　製造工業稼働率指数（季節調整済み）

（令和３年度 年次経済財政報告を基に筆者作成）
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ることで得られる。次に〈2〉の労働生産性に
ついては様々な計測方法があるが、簡易な方法
としては一人当たり営業利益が挙げられる。一
人当たり営業利益は営業利益を従業員数で割る
ことで得られる（本稿の労働生産性の単位に関
しては 100万円単位となっている）。最後に〈3〉
に関しては、事業活動によって生み出した利益
を人件費に分配した割合を確認するものであ
り、人件費を売上総利益 9で割った労働分配率
で検証を行う。これらについては財務省による
法人企業統計調査（URL3）をもとに、四半期ベー
スで作成する。

2. 2　 対象データの基礎統計量１（2010
年 4-6 月期から 2022 年 1-3 月期
の 12 年間）

　最初にデータの採取期間については、2010
年 4-6月期から 2022年 1-3月期までの 12年間
分のデータ、すなわち 48期間のデータについ
て考える。これらの期間について図表 2に総資
産回転率の推移と基礎統計、図表 3に労働生
産性の推移と基礎統計（2010年 4-6月期から
2022年 1-3月期）、図表 4に労働分配率の推移
と基礎統計を、全産業（全規模）、製造業（全
規模）、中小製造業ごとに掲載している。
　また、Society5.0の提唱のインパクトを簡易
に検証するために、その期間を 2つに区分し
た。具体的には、Society5.0の提唱を含む 6年
間すなわち 24期間（2010年 4-6月期から 2016
年 1-3月期）と、Society5.0の提唱以降の 6年
間すなわち 24期間（2016年 4-6月期から 2022
年 1-3月期）に区分し、それぞれの指標の基礎
統計をとった上で比較する。さらに Society5.0
の提唱のインパクトを簡易に検証するためにそ
れぞれの平均値の比較を行うとともに、平均値
の差について検定を行う。ここではWelch の 
t検定ならびにWilcoxon rank sum testの方法論
の異なる 2つの検定を採用している 10。

か月の遅れはあるものの、Society 5.0の提唱が
影響した可能性もうかがえる。ただし、製造工
業稼働率指数が対象としているのは中小製造業
だけではない。そこで以降では、中小製造業の
各種データも含めて、Society 5.0の提唱が中小
製造業に影響を及ぼした可能性について検証を
行う。

２．対象データの基礎統計

　本節では、Society 5.0の提唱が中小製造業に
及ぼした影響について検証を行うためのデータ
を整理する。
　本稿が今回対象とするのは、資本金 1,000万
円以上 1億円未満の中小製造業である。このよ
うな中小製造業は、一般的な中小製造業の定義
のなかでも小規模に分類される 8。前節でも述
べたように、IoTの導入が極めて低いコストで
可能なことを考えれば、小規模の企業にこそ恩
恵が高いとも考えられる。
　また、規模や業態に関しても比較を行うため、
中小製造業だけでなく「全産業（全規模）」、「製
造業（全規模）」、そして「中小製造業」の 3つ
のパターンに分けて考察を行う。

2. 1　対象とする指標

　Society 5.0の提唱が中小製造業への DXへ向
けた取り組みを促し、かつそれが適切なもので
あれば企業経営の改善につながるはずである。
そこで本稿では、〈1〉設備の有効活用、〈2〉労
働生産性、〈3〉従業員への還元の 3点に着目し
た。
　本節では上述の〈1〉から〈3〉について企業
の財務指標から検証を行う。最初に〈1〉に関
しては総資産回転率を使って検証する。総資産
回転率は、企業が総資産を有効に活用している
事を検証する指数であり、売上高を総資産で割

8  ちなみに中小企業基本法では、製造業を営む中小企業者の範囲を資本金の額又は出資の総額が 3億円以下の会社並びに常時使用する従
業員の数が 300人以下の会社及び個人と定義している。また、特にそのなかでも常時使用する従業員の数が 20人以下の会社及び個人
を小規模企業者としている（中小企業基本法第 2条第 1項）。

9  売上高から売上原価を引いて求める。
10  Welch の t検定はパラメトリック検定、Wilcoxon rank sum testはノンパラメトリック検定である。
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1-3月期）と、Society5.0の提唱以降の 12期間
（2016年 4-6月期から 2019年 1-3月期）につい
てそれぞれの平均値の比較を行うとともに、平
均値の差について検定を行う。ここでも同様に、
Welch の t検定ならびにWilcoxon rank sum test
の 2つの検定を採用した。これらの基礎統計量
については、総資産回転率、労働生産労働分配
率の順に基本統計量を図表 5に掲載している。
　図表 5の平均値の差の検定結果よりあらため
て以下のことがいえよう。
　最初に、総資産回転率の基礎統計において 3
年間の前後比較を行った場合、全産業（全規模）
と製造業（全規模）において総資産回転率が減
少しているのに対して、中小製造業のみ総資産
回転率が上昇している。これは 6年間の前後比
較を行った場合、全産業（全規模）、製造業（全
規模）、中小製造業いずれにおいても低下して
いる点と異なる点に注目すべきであろう。ただ
し、平均値の差の検定については有意とはいえ
ない。この点についても考慮の必要がある。
 　次に、労働生産性の基礎統計から、先に見
た 6年間の前後比較と同様に、全産業（全規模）、
製造業（全規模）、中小製造業いずれにおいて
も上昇していることがうかがえる。また、3年
間の前後比較を行った場合、全産業（全規模）、
製造業（全規模）に比して中小製造業に有意な
増加が見られる点、ならびに検定においても帰
無仮説を有意に棄却していることにも注目すべ
きであろう。Society5.0の提唱以降、このよう
に中小製造業を中心に労働生産性が高まってい
ることについては前の検証と同様であり、次節
以降であらためて検証する。
　さらに労働分配率の基礎統計からは、先に見
た 6年間の前後比較と同様に全産業（全規模）、
製造業（全規模）、中小製造業いずれにおいて
も下降していることがわかる。しかも中小製造
業の下落幅が最も高い点にも注目すべきであろ
う。

　平均値の差について検定結果を参照しなが
ら、図表 2-2、図表 3-2、図表 4-2をみると以下
が確認できる。
　図表 2-2の総資産回転率の基礎統計は、6年
間の前後比較を行った場合、全産業（全規模）、
製造業（全規模）、中小製造業のいずれにおい
ても有意に平均値が低下していることを示唆し
ている。この結果からは Society5.0の提唱以降、
総資産の有効活用が進んでいない。
　図表 3-2の労働生産性の基礎統計からは、 
全産業（全規模）、製造業（全規模）、中小製造
業いずれにおいても有意に平均値が上昇してい
る。
　図表 4-2の労働分配率においては、検定結
果は前 2つの結果と比べると若干低いものの
全産業（全規模）、製造業（全規模）、中小製
造業いずれにおいても平均値が低下している。
ここでの検証によれば、総資産回転率と同様、
Society5.0の提唱以降に従業員への還元が進ん
だとはいえない結果となった。
　以上のことをまとめると、Society5.0の提唱
以降、産業（全規模）、製造業（全規模）、中小
製造業いずれにおいても労働生産性が向上した
可能性があり、検証対象として労働生産性に着
目する必要があることがわかる。ただし、これ
らの検証は Society5.0の提唱を境に 12年間を 2
つに分けたにすぎず、その他の世の中の動向に
ついても考慮にいれる必要がある。図表 2-1の
総資産回転率の推移、図表 3-1の労働生産性の
推移から、対象期間の前半の部分では 2011年
の東日本大震災による生産体制の毀損等、後半
の部分では 2020年の新型コロナウイルス感染
拡大による生産体制への影響を考慮に入れる必
要があると考える。

2. 3　 対象データの基礎統計量２（2013
年 4-6 月期から 2019 年 1-3 月期
の 6 年間）

　上述の検証結果から、次にデータ採取期間を
「2013年 4-6月期から 2019年 1-3月期」に短縮
して検証を行う。また、同じように Society5.0
の提唱を基準とするものの、データ採取期間を
短縮して前後 3年間すなわち 12期間における
前後比較を試みた。すなわち Society5.0の提唱
を含む 12期間（2013年 4-6月期から 2016年
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図表 2　総資産回転率の推移と基礎統計（2010 年 4-6 月期から 2022 年 1-3 月期）

2-1　推移

全産業（全規模） 製造業（全規模） 中小製造業

（2010年4-6月期　～　2022年1-3月期）

（前後比較１：前後６年）
（2010年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2022年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

注:　 ***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で統計的に有意であることを示している

2-2　基礎統計

注：***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で統計的に有意であることを示している
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図表 3　労働生産性の推移と基礎統計（2010 年 4-6 月期から 2022 年 1-3 月期）

3-1　推移 【単位：百万円】

全産業（全規模） 製造業（全規模） 中小製造業

（2010年4-6月期　～　2022年1-3月期）

（前後比較１：前後６年）
（2010年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2022年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

注:　 ***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で統計的に有意であることを示している

3-2　基礎統計 【単位：百万円】

注：***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で統計的に有意であることを示している
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図表 4　労働分配率の推移と基礎統計（2010 年 4-6 月期から 2022 年 1-3 月期）

4-1　推移

全産業（全規模） 製造業（全規模） 中小製造業

（2010年4-6月期　～　2022年1-3月期）

（前後比較１：前後６年）
（2010年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2022年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

注:　 ***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で統計的に有意であることを示している

4-2　基礎統計

注：***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で統計的に有意であることを示している
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全産業（全規模） 製造業（全規模） 中小製造業

総資産回転率

（前後比較２：前後３年）
（2013年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2019年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

労働生産性

（前後比較２：前後３年）
（2013年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2019年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

労働分配率

（前後比較２：前後３年）
（2013年4-6月期　～　2016年1-3月期）

（2016年4-6月期　～　2019年1-3月期）

＜検定＞
Welch ｔ
p値

p値

注:　 ***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で統計的に有意であることを示している注：***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で統計的に有意であることを示している

図表 5　基礎統計　（2013 年 4-6 月期から 2019 年 1-3 月期）
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提唱を含む全体の 24期間（2013年 4-6月期から
2019年 1-3月期）と、Society5.0の提唱後の 12
期間（2016年 4-6月期から 2019年 1-3月期）に
ついてそれぞれのトレンドを抽出した（図表 6）。
　図表 6から、最初に 2013年 4-6月期から
2019年 1-3月期の全体の 24期間のトレンドは
上昇基調であることがわかる。次に、Society5.0
の提唱後の 12期間（2016年 4-6月期から 2019
年 1-3月期）についても、トレンドは上昇基調
である。ただし、2018年になると Society5.0の
提唱後の 12期間のトレンド基調は低下し、全
体の 24期間のトレンドに抜かれている。
　以上のことから、Society5.0の提唱が中小製
造業の労働生産性に影響を及ぼしたとしても一
時的であり、長期にわたるものでない事がうか
がえる。

３．労働生産性のトレンドに関する分析

3. 1　 Hodrick-Prescott フィルタによる
検証

　これまでの基礎統計による調査から、全産業
（全規模）、製造業（全規模）、中小製造業を通じ
て Society5.0の提唱以降、労働生産性について
は有意に増加しており、なかでも中小製造業が
最も影響を受けていることが判明した。そこで
本節では中小製造業の労働生産性に着目し、ト
レンドの変化の状況について検証する。ここで
はHodrick-Prescottフィルタ (Hodrick and Prescott, 
1997)を使用して、トレンド抽出を試みる 11。
　具体的には中小製造業の労働生産性につい
て、2.3と同じ期間を対象として、Society5.0の

11  対象とする時系列を とした場合、 といったようにトレンド成分 とサイクル部分 に分解する。Hodrick-Prescottフィル
タのスムージングパラメータ については四半期データであるため 1600として、1600 を最小とすることでトレ
ンドを抽出する。

0
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0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

全体 提唱以降 労働生産性 

図表 6　中小製造業の労働生産性と Hodrick-Prescott フィルタによるトレンド抽出
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小製造業の労働生産性を対象として Society5.0
の提唱を含む全体の 24期間（2013年 4-6月期
から 2019年 1-3月期）と、Society5.0の提唱後
の 12期間（2016年 4-6月期から 2019年 1-3月
期）について 20種類それぞれのトレンド抽出
を行った。
　その結果は、20種類のトレンドそれぞれが
バラエティに富む形状を示したが、形状におい
て類似点もありパターンでの分類も可能と考え
る。パターンとしては、トレンド上昇型、トレ
ンド中立型、トレンド下降型の 3つのパター
ンに大きく分類できる。トレンド上昇型とは、
2016年の Society5.0の提唱直後の反応について
は鈍いものの、その後労働生産性のトレンドが
上昇し、Society5.0の提唱以降のトレンドが全
体のトレンドを追い抜いたパターンである。ト
レンド中立型とは、全期間を通じてトレンドが
上昇しており、 2016年の Society5.0の提唱の影
響についてほぼ確認できないパターンである。
トレンド下降型とは、2016年の Society5.0の提
唱をはさんで一時的に労働生産性のトレンドが
上昇したものの、その後伸びは鈍化し、全体の
トレンドに抜かれててしまうパターンである。
　図表 8は、Hodrick-Prescottフィルタを使っ
て 20種類のトレンドを抽出した上で、上記の
3パターンに分類したものである。また、それ
ぞれのパターンの典型的な形状を例として示し
ている。
　最も多かったのがトレンド下降型である。こ
れは先に見た中小製造業の労働生産性の形状と
同様のものである。これらが過半数を占めてい
ることから 2016年の Society5.0の提唱の影響
を（それほど長期にわたって影響は長続きしな
いものの）直接的に受けた可能性が高いことと
も想定される。中小製造業の生産現場では（当
然企業ごとに差はあるものの）特に日々の業務
に追われる現場が多い事が予想される。こう
した現場では従来 DXへの視野があることも想
像され、2016年の Society5.0の提唱が現場を実
際に改革する、あるいは実際に行わないにせよ
IoT等の技術の活用に関心が寄せられたことが
うかがえる。

3. 2　中分類毎のトレンド変換の検証

　中小製造業と一言にいっても業務内容は様々
であり、生産現場をとってみても DXへの対応
は異なるものと考えられる。そこで次に、中小
製造業の労働生産性について業務の種類に区分
して検証を行う。本稿ではその区分として中小
製造業の中分類を採用した。具体的には食料品
製造業、繊維工業、木材・木製品製造業、パルプ・
紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業、化学工
業、石油製品・石炭製品製造業、窯業・土石製
品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品
製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器
具製造業、業務用機械器具製造業、電気機械器
具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機
械器具製造業（集約）、自動車・同附属品製造業、
その他の輸送用機械器具製造業、その他の製造
業の 20種類を対象として、それぞれの労働生
産性に関するトレンドへの検証を行う。
　最初に 20種類についてデータを整理する。
　2.3と同様に、Society5.0の提唱を軸として提
唱前後 3年間の労働生産性を 20種類それぞれ
において採取する。すなわち Society5.0の提唱
を含む 12期間（2013年 4-6月期から 2016年
1-3月期）と、Society5.0の提唱後の 12期間（2016
年 4-6月期から 2019年 1-3月期）についての
労働生産性を対象とする。それらについての簡
易な基礎統計を図表 7に示している。
　図表 7によれば、前後期間を通じてパルプ・
紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業、業務用
機械器具製造業の 3つは労働生産性が低下して
いるものの、それ以外は労働生産性の上昇がみ
られる。次に、20種類それぞれの平均値の比
較を行うとともに、平均値の差についてWelch 
の t検定ならびにWilcoxon rank sum testの 2つ
の検定を採用した。検証結果を見ると分類ごと
にかなりの差がある。平均値の差の検定結果を
参考にした場合、木材・木製品製造業、非鉄金
属製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械
器具製造業、情報通信機械器具製造業、その他
の輸送用機械器具製造業、その他の製造業等に
Society5.0の提唱をはさんで何らかの変化がう
かがえる。
　これらの検証をふまえて、3.1と同様に
Hodrick-Prescottフィルタを使って 20種類それ
ぞれのトレンド抽出を行った。すなわち、中
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の提唱を介入とみなした上で、これまでの中小製
造業の労働生産性のトレンドと全産業（全規模）
の労働生産性のトレンドの同一性について確認
する。こうしたトレンド抽出においては、前節で
も使用した Hodrick-Prescottフィルタを活用する
事が望ましい。2013年 4-6月期から 2016年 1-3
月までの 12期において、中小製造業の労働生
産性と全産業（全規模）の労働生産性について
Hodrick-Prescottフィルタを使ってトレンドを抽出
したところ、図表 9のようになった。
　図表 9 によれば、全産業（全規模）の
Hodrick-Prescottフィルタを使って抽出された
トレンドと、中小製造業の Hodrick-Prescottフィ
ルタを使って抽出されたトレンドはほぼ平行で
ある。以上のことから Causal Impactを使用す
る前提条件としての平行トレンド仮定は満たさ
れていることが推測できる。

4. 2　Causal Impact

　4.1の平行トレンド仮定を前提として、中小
製造業の労働生産性向上に Society5.0の提唱が

４．Causal Impact による検証

　本節では、中小製造業の経営に関して Society5.0
の提唱が及ぼした影響の有無について、より直接
的な検証を行う。そのため本節では、因果推論に
用いられる手法として、Brodersen et al.（2015）で提
唱されたCausal Impactを使用する。Causal Impact
は状態空間モデルの一つであるBSTS（Bayesian 
structural time series models、ベイズ構造時系列モ
デル）12を内包しており、ダイナミックな予測を可
能としている。Causal Impactを使って中小製造業
の労働生産性を確認するためには様々な説明要因
の選択肢があるが、今回は一例として全産業（全
規模）の労働生産性をとりあげてみる。

4. 1　平行トレンド仮定の検証

　Causal Impactを使用する前提として、最初に、
中小製造業の労働生産性のトレンドと全産業（全
規模）の労働生産性のトレンドに平行トレンド仮
定（Common trend assumption）が満たされてい
るかを確認する。すなわち 2016年の Society5.0

13  Scott & Varian (2014)等を参照せよ。
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図表 9　介入までのトレンドの確認



足立　光生：中小製造業における DXと持続可能経営

16

観測値と予測値との差を示しており、図表
10-4は、観測値と予測値との差の累積値を示
している。以上の結果から明らかなように、
Society5.0の提唱は中小製造業の労働生産性
向上に寄与した可能性が考えられる。ただし、

寄与した可能性について Causal Impactを使っ
て検証する 13。ここでは中小製造業の労働生産
性について 2013年 4-6月期から 2019年 1-3月
期の 24期間を対象とする。Society5.0の提唱
を介入とみなして、介入前の 12期間（2013年
4-6月期から 2016年 1-3月期）と介入後の 12
期間（2016年 4-6月期から 2019年 1-3月期）
とに分類する。全産業（全規模）の労働生産性
から中小製造業の労働生産性を予測させること
で Causal Impactを行った。検証結果は図表 10
のとおりである。
　最初に図表 10-1は Causal Impactの推定結果
を表している。この推定結果によればベイズ片
側確率 p = 0.011であり、効果が偶然に得られ
る確率は非常に小さく、因果効果が統計的に有
意であると考えられる。以下、検証結果を具体
的に確認する。
　図表 10-2では、全産業（全規模）の労働
生産性からの予測値に比べて、実際の中小製
造業の労働生産性がかなりの水準で上回って
いることがわかる。図表 10-3はそのような

14  詳しい検証方法については Brodersen et al.(2015)を参照せよ。
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10-2　観測値と予測値

図表 10　Causal Impact（中小製造業の労働生産性）

10-1　推定結果
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予測値 　
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10-4　観測値と予測値との差の累積値

前節との結果と併せて考えれば、Society5.0
の提唱が中小製造業の労働生産性向上に寄与
したとしても、その程度はすべての中小製造

業に対して一様ではなく、業務の内容に応
じて差があることにも再度留意する必要が 
ある。
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持続可能経営について再度考察したい。1節で
も触れたように、中小製造業が DXを開始する
には様々な条件が必要となる。たとえば中小製
造業のある企業が部品サプライヤーとして大企
業のサプライチェーンに組み込まれている場合
には、たとえ IoT導入の志があっても独自で導
入の判断を行う環境にはなく、様々なステイク
ホルダーの意志を継続的に尊重しながら改革を
進める必要がある。このように DXの推進には
相応の手間や時間を要することを再認識する必
要がある。長期的な視点で DXに取り組む姿勢
を通じて、真の持続可能経営が達成されること
を期待したい。
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5．おわりに
 ―中小製造業の持続可能経営に向けて―

　以上のように本稿では、中小製造業の DXに
ついて触れた後、中小製造業の DXに対する
Society 5.0提唱の影響について検証を行った。
本稿の 2節では全産業、製造業、中小製造業の
3つの区分において総資産回転率、労働生産性、
労働分配率を検証した結果、Society5.0の提唱
以降、中小製造業において労働生産性が有意に
向上したことを示唆した。それに基づいて 3節
では、中小製造業を業務内容に応じて 20分類
し、Society 5.0の提唱以降の労働生産性に関す
るトレンド変化を分析した。最後に 4節では、
因果推論の手法である Causal Impactを使って
検証した結果、Society 5.0提唱が中小製造業の
労働生産性を向上させた可能性を示唆した。こ
うした背景として、ここでは DXへの取り組み
という視点から 3つを想定する。
　1つ目の背景として、中小製造業が実際に
IoTを活用しながら DXに取り組んだケースで
ある。本稿で触れたとおり、IoTは既存の製造
設備を改良したり、あるいは大幅に取り替えた
りといった負担を中小製造業にかけることな
く、労働生産性を向上させた可能性がある。
　2つ目の背景として、中小製造業が DXへ取
り組んだものの、その取り組みが直接的に労働
生産性を改善したのではなく、むしろ副次的な
効果が存在したケースである。たとえば IoT を
導入することによって従来では採取できなかっ
た製造現場でのデータを収集し、無駄な生産プ
ロセスやその他のボトルネックを発見すること
で問題点を改善し、労働生産性向上につながっ
たと考えられる。さらに、SDGsを含めたより
高い視点で生産プロセスを見直すことができれ
ば、従業員の Decent Workに貢献し、持続可能
経営にもつながったことが考えられる。
　3つ目の背景として、業務内容の違い等から
DXへの取り組みを全く行わなかったケースで
ある。ただし、他社の IoT導入等の成功事例が
報道されるなかで、その成功に触発され、現場
に即した改善への萌芽となる可能性も高い。こ
の場合には、DXへの取り組みか否かに関わら
ず、従業員の意識改革が新たな付加価値を生む
はずである。
　本稿のおわりに、 DXを通じた中小製造業の


